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（表紙写真）

１ 須田貝ダム湖と水源林造成事業地（群馬県利根郡みなかみ町）

２ 契約地周辺森林との一体的整備の取組「伊東市湯川地域森林整備推進協定」
（平成28年3月23日締結 静岡県伊東市）

３ 保育間伐施業実施後の水源林造成事業地（山口県萩市）

４ 森林整備技術高度化検討会（列状間伐についての検討）
（愛知県北設楽郡豊根村）

５ 研究開発と連携した取組（新規植栽木中の放射性物質動態調査）
（福島県双葉郡川内村）
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２以上の都府県にわたる流域等の重要な流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強

化を図る重要性が高い流域内の箇所に限定し、新規契約を締結した。
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（１）水源林造成事業

ア 事業の重点化の実施
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２以上の都府県にわたる

流域等の重要な流域

ダム等の上流など

173ha

1,081ha

81ha

191ha

四万十川上流の水源林造成事業地
（高知県高岡郡四万十町）

表 平成27年度 新規契約件数及び面積

整備局

2以上の都府県に
わたる重要な流域

ダム等の上流など 計

件数（件）
①

面積（ha）
②

件数（件）
③

面積（ha）
④

件数（件）
⑤=①+③

面積（ha）
⑥=②+④

東北北海道 23 291 6 201 29 492

関東 9 146 － － 9 146

中部 26 350 － － 26 350

近畿北陸 19 355 10 118 29 473

中国四国 76 1,093 13 220 89 1,313

九州 35 425 8 115 43 540

計 188 2,659 37 654 225 3,314

要 旨

（注）面積の計と内訳の計が一致しないのは、四捨五入による。

3,236ha

706ha 439ha

1,943ha

-２-

玉川ダム周辺の水源林造成事業地
（秋田県仙北市）

654ha

2,659ha
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【参考】年度別植栽（新植）実績・累計
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東北北海道 関東 中部 近畿北陸 中国四国 九州

1,247ha

2,031ha

累計面積（ha）

平成27年度末

473,695ha

【最大】
昭和42年度

22,028ha

【最小】
平成23年度

1,247ha

3,198ha 3,141ha

-３-

2,377 ha
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長伐期施業又は複層林施業への

変更契約の実績（累計）

長伐期施業 複層林施業

新規契約は、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の伐採面積を縮小、分
散化する施業方法に限定した契約を締結した。

既契約分は、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ誘導する複層林施業等に
施業方法を見直した変更契約の締結を推進した。

森林総合研究所 平成28年版 水源林造成事業等成果選集

（１）水源林造成事業

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

a 公益的機能の高度発揮

表 平成27年度 長伐期施業又は複層林施業への変更契約の実績

整備局

長伐期施業 複層林施業 計

件数（件）
①

面積（ha）
②

件数（件）
③

面積（ha）
④

件数（件）
⑤=①+③

面積（ha）
⑥=②+④

東北北海道 89 3,898 － － 89 3,898

関東 45 2,177 1 201 46 2,378

中部 83 3,739 5 663 88 4,402

近畿北陸 68 2,762 1 41 69 2,803

中国四国 185 4,859 2 49 187 4,908

九州 147 4,402 6 449 153 4,851

計 617 21,838 15 1,402 632 23,241

要 旨

長伐期の針広混交林施業地
（福井県大野市）

24,149ha

47,283ha

（注）面積の計と内訳の計が一致しないのは、四捨五入による。

68,083ha

88,382ha

-４-

複層林施業地
（高知県香美市）

111,623ha
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長伐期施業へ向けた説明用リーフレット



期中評価結果を踏まえ作成したチェックシートを活用し事業を実施した。

森林総合研究所 平成28年版 水源林造成事業等成果選集

（１）水源林造成事業

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ｂ 期中評価の反映

表 平成27年度 チェックシート活用状況

区分
チェック

件数（件）

チェック対象
面積（ha）

①

除外等
面積（ha）

②

実施予定面積
（ha）

③=①-②

新植・複層林 368 2,527 843 1,684

改植 35 196 43 153

補植 53 290 8 281

下刈 1,519 17,419 5,977 11,442

除伐等 1,830 24,239 10,899 13,339

裾枝払等 431 3,969 1,583 2,386

間伐 467 11,724 7,235 4,489

計 4,703 60,363 26,589 33,774

要 旨

（注）

１ 実施予定面積が内訳と一致しないのは、四捨五入による。

２ チェックシートの各項目の内容は、次のとおりである。

（１） チェック件数 ： 各施業区分に該当する契約地の件数

（２） チェック対象面積 ： チェックの対象となった面積

（３） 除外等面積 ：広葉樹林化した林分等の理由により、実施対象面積から除外した面積

（４） 実施予定面積 ： 施業を実施する予定の面積

-６-
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搬出間伐の実績（累計）

26,303ha

地球温暖化防止や循環型社会の形成等に資する観点から、搬出間伐を実施した。

列状間伐の実施に係る条件整備を推進し、列状間伐を実施した。
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（１）水源林造成事業

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ｃ 搬出間伐と木材利用の推進①

要 旨

15,954ha

間伐木の搬出状況
（大分県佐伯市）

列状間伐後の林内の状況
（山梨県上野原市）

高性能林業機械による搬出間伐
（岡山県新見市）

9,262ha

表 平成27年度 搬出間伐の実績

整備局 面積（ha）

東北北海道 655

関東 305

中部 680

近畿北陸 724

中国四国 1,011

九州 1,115

計 4,489 

（注）計と内訳の計が一致しないのは、四捨五入による。

30,783ha

-８-

35,273ha

（注）計と内訳の計が一致しないのは、四捨五入による。



表 平成27年度 路網の整備実績

整備局

丸太組工法
を施工した
路線数
（のり留工
を含む）

その他工法
を施工した
路線数

丸太組工法
における
間伐材等の
使用量（m3）ふとん

かご工

東北北海道 10 － 338

関東 9 3 228

中部 19 3 1,264

近畿北陸 10 2 656

中国四国 53 3 4,073

九州 23 2 1,296

計 124 13 7,854

急傾斜地における丸太組工法ののり留工を含め、工法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易
な路網の整備を推進した。

また、その施工に当たっては間伐材の活用に努めた。
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（１）水源林造成事業

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ｃ 搬出間伐と木材利用の推進②

要 旨

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

材積

（m3）

丸太組工法における

間伐材等の使用量（累計）

30,203m3

59,199m3

93,392m3

図 丸太組工法による作業道のイメージ

109,052m3

-９-

116,906m3

丸太組工法（のり留め工）の設置例
（静岡県島田市）

（注）計と内訳の計が一致しないのは、四捨五入による。

メリット
①のり留工により斜面を支え、

耐久性を高める。
②地形に応じて柔軟な施工が可能、

資材費が安価。



森林整備技術の高度化に向けて、①森林施業のコスト削減、②列状間伐、③複層林施業、
④丈夫で簡易な路網整備等の技術についての検討会を整備局毎にそれぞれ１回開催した。
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（１）水源林造成事業

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

d 森林整備技術の高度化①

要 旨

③ 複層林施業（近畿北陸整備局）

② 列状間伐（東北北海道整備局）

④ 丈夫で簡易な路網整備（中国四国整備局）

① 森林施業のコスト削減（中部整備局）

-10-
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平成27年度 森林整備技術高度化検討会実績
項目

①森林施業のコスト削減 ②列状間伐 ③複層林施業 ④丈夫で簡易な路網整備
整備局

東 北
北海道

① 平成27年7月30日 ① 平成27年7月30日 ① 平成27年7月30日～31日 ① 平成27年7月29日
② 宮城県栗原市 ② 宮城県栗原市 ② 宮城県栗原市 ② 宮城県栗原市
③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員

④ 111人 ④ 111人 ④ 111人 ④ 38人

⑤ 【座学】
東北地方における低コスト
再造林技術
（コスト削減について）

（講師：
森林総合研究所東北支所）

⑤ 【座学】
木材の流通と販売について
（講師：東北森林管理局）
【現地】
列状間伐実施地における
列設定等の検討

⑤ 【座学】
木材の流通と販売について
（講師：東北森林管理局）
【現地】
複層林誘導伐後の林地残材
の取扱いに係る検討

⑤ 【座学】
基幹作業道について

関 東

① 平成27年10月8日～9日 ① 平成27年10月8日～9日 ① 平成27年10月8日～9日 ① 平成27年10月9日

②
山梨県南巨摩郡南部町
静岡県富士宮市

②
山梨県南巨摩郡南部町
静岡県富士宮市

②
山梨県南巨摩郡南部町
静岡県富士宮市

② 静岡県富士宮市

③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員 ③ 整備局管内職員

④ 46人 ④ 46人 ④ 37人 ④ 37人

⑤ 【座学】【現地】
シカ防護柵の破損リスク
低減に向けた取組

⑤ 【座学】
列状間伐の取組について

【現地】
採材の方法および出材量等
の検討
（講師：南部町森林組合）

⑤ 【座学】
複層林誘導伐の取組につい
て
【現地】
採材の方法および出材量等
の検討
（講師：南部町森林組合）

⑤ 【座学】
丈夫で簡易な路網整備に
関して－急勾配・湧水対策
の1案－

中 部

① 平成27年10月8日 ① 平成27年10月8日 ① 平成27年5月26日 ① 平成27年5月26日
② 愛知県北設楽郡設楽町 ② 愛知県北設楽郡豊根村 ② 岐阜県美濃市 ② 岐阜県美濃市
③ 整備局管内職員等 ③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員、造林者等

④ 35人 ④ 39人 ④ 60人 ④ 60人

⑤ 【現地】
伐・造一貫作業システムに
よる森林施業のコスト削減
の検討

（講師：
愛知森林管理事務所）

⑤ 【現地】
列状間伐の考え方、伐倒
方向及び搬出方向等の検討

⑤ 【座学】【現地】
複層林誘導伐の伐区設定
について

⑤ 【座学】【現地】
基幹作業道について

近畿
北陸

① 平成27年10月15日 ① 平成27年10月13日 ① 平成27年10月14日 ① 平成27年10月14日
② 京都府京都市右京区 ② 京都府南丹市 ② 京都府京都市右京区 ② 京都府京都市右京区
③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員 ③ 整備局管内職員 ③ 整備局管内職員

④ 55人 ④ 32人 ④ 31人 ④ 31人

⑤ 【座学】
一貫作業とヒノキコンテナ苗
を活用した低コスト育林技術
（講師：

森林総合研究所関西支所）

⑤ 【現地】
列状間伐実施地における
列設定等の検討

⑤ 【現地】
複層林誘導伐における
伐区設定等の検討

⑤ 【現地】
既設道の崩壊部分の復旧
方法の検討

中国
四国

① 平成27年8月31日 ① 平成27年9月1日～9月2日 ① 平成27年9月1日～9月2日 ① 平成27年9月1日～9月2日
② 広島県庄原市、三次市 ② 広島県三次市 ② 広島県庄原市 ② 広島県庄原市
③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員、造林者等

④ 73人 ④ 72人 ④ 72人 ④ 72人

⑤ 【現地】
コウヨウザン造林について

（講師：
広島県農林水産局林業課）

⑤ 【座学】【現地】
広島県における列状間伐の
実例について

⑤ 【座学】【現地】
複層林誘導伐実施例と検証
について

⑤ 【座学】
作業道開設に伴う軟弱土壌
における丸太組と路体の
研究ほか

九 州

① 平成27年10月2日 ① 平成27年10月1日 ① 平成27年9月30日～10月1日 ① 平成27年9月30日～10月1日

② 大分県日田市 ② 大分県日田市 ② 大分県日田市 ② 大分県日田市
③ 整備局管内職員 ③ 整備局管内職員 ③ 整備局管内職員、造林者等 ③ 整備局管内職員、造林者等

④ 42人 ④ 42人 ④ 168人 ④ 168人

⑤ 【座学】
エリートツリー植栽による
コスト縮減について

⑤ 【現地】
列状間伐実施地における
列設定等の検討

⑤ 【現地】
複層林誘導伐における
伐区設定等の検討

⑤ 【現地】
軟弱土壌における丸太組
工法と丈夫で簡易な路網
整備に係る検討

（注）①開催日、②開催地、③対象者、④参加人数、⑤主な内容



事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、研究開発と連携
した取組を推進した。

森林総合研究所 平成28年版 水源林造成事業等成果選集

（１）水源林造成事業

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

d 森林整備技術の高度化②

要 旨

新規植栽木中の放射性物質
動態調査（福島県双葉郡川内村）

コンテナ苗植栽技術の検討
（三重県度会郡大紀町）

コンテナ苗の生長量調査の実施
（京都府船井郡京丹波町）

ブロックディフェンスに関する意見交換会
（山梨県南巨摩郡南部町）
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森林総合研究所 平成28年版 水源林造成事業等成果選集
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平成27年度 研究開発と連携した取組

整備局
開催
場所

連携先 取組内容

本部
総研本所

センター本部

森林総合研究所
（企画部 研究企画科）
（林業生産技術研究）
（森林管理研究領域）

研究・林木育種運営に関する情報交換会を4回開催した。
○「平成27年度研究、林木育種運営に関する情報交換会」の円滑で効果的な

実施について
○我が国の木材情勢－有利販売の考え方と方策－
○軽量レーザー計測措置を用いた効率的な森林調査手法
○新技術を活用した森林調査・管理手法

東北
北海道

岩手県
森林総合研究所 東北支所

森林総合研究所 林木育種センター
東北育種場

年間計画について打合せを行った。

北海道 森林総合研究所 北海道支所 低コスト造林の研究の講演を行った。

宮城県
森林総合研究所 東北支所

森林総合研究所 林木育種センター
東北育種場

森林整備センターの現地検討会で造林者、近隣の林業事業体を集め、
低コスト化施業の研究成果を情報共有するとともに意見交換を行った。

宮城県 森林総合研究所 東北支所
整備センター事業地内でのコンテナ苗生育試験地において、共同調査、調査結
果の解析等を行った。

秋田県

東北森林管理局
森林総合研究所 東北支所

森林総合研究所 林木育種センター
東北育種場

今年度の活動を報告し、次年度計画について打合せを行った。

関東

栃木県
群馬県

森林総合研究所 林木育種センター
育種第二課

整備センター事業地に設定した精英樹植栽試験地での生長量調査を行った。
【平成23年度より継続実施】

福島県
栃木県
新潟県
茨城県
群馬県

森林総合研究所
（林業工学研究領域）

整備センター事業地に設定したコンテナ苗植栽試験地での活着、生長量調査を
行った。【平成25年度より継続実施】

静岡県 静岡県森林・林業研究センター
整備センター事業地に設定したコンテナ苗植栽試験地での活着、生長量調査を
行った。【平成24年度より継続実施】

福島県
森林総合研究所

（養分動態研究領域）
整備センター事業地において、新規植栽した苗木の経年による放射性物質の動
態調査を行った。【平成26年度より継続実施】

山梨県
関東森林管理局

山梨県
ブロックディフェンスに関する意見交換会を行った。

山梨県
森林総合研究所

（生物多様性・森林被害研究領域）
整備センター事業地において、ブロックディフェンスによるシカ防護柵を設置し、
その効果について検証した。

中部

三重県 森林総合研究所 関西支所 ニホンジカの習性と対策をテーマにした講演会及び意見交換会を行った。

三重県
森林総合研究所 関西支所

森林総合研究所 林木育種センター
関西育種場

「近畿北陸・中国地区の業務連絡会」を開催し意見交換等を行った。

三重県 森林総合研究所 関西支所 整備センター事業地をフィールド活用したコンテナ苗植栽技術の検討を行った。

近畿
北陸

三重県
森林総合研究所 関西支所

森林総合研究所 林木育種センター
関西育種場

「近畿北陸・中国地区の業務連絡会」を開催し意見交換等を行った。

京都府 森林総合研究所 関西支所
整備センター事業地に設置したコンテナ苗植栽試験地での生長量調査を行った。
【平成23年度より継続実施】

和歌山県 和歌山県林業試験場
整備センター事業地において、今後のシカ害防除対策研究のためニホンジカの
生息調査に協力した。

中国
四国

岡山県
森林総合研究所 林木育種センター

関西育種場
整備センター事業地において、平成28年度試験地造成（少花粉スギ挿し木、
ヒノキエリートツリーのコンテナ苗）の協議を行った。

三重県
森林総合研究所 関西支所

森林総合研究所 林木育種センター
関西育種場

「近畿北陸・中国地区の業務連絡会」を開催し意見交換等を行った。

高知県 森林総合研究所 四国支所
整備センター事業地のフィールドを活用し、シカ被害の防除について意見交換を
行った。

九州

大分県
熊本県
宮崎県

森林総合研究所 林木育種センター
九州育種場

整備センター事業地をフィールド活用した下刈省略によるシカ食害軽減効果の
実証試験を行った。【熊本県では平成22年度より継続実施】

福岡県 森林総合研究所 九州支所 下刈軽減、大苗等についての意見交換を行った。

福岡県
鹿児島県

森林総合研究所 林木育種センター
九州育種場

大苗を使用したコスト縮減（下刈軽減）についての検討を行った。

熊本県
大分県

森林総合研究所 林木育種センター
九州育種場

整備センター事業地においてエリートツリーの生長量調査を行った。



周辺の森林と一体的かつ効率的な路網整備や間伐等を推進するため、森林整備推進協定
等の締結を進めた。

森林総合研究所 平成28年版 水源林造成事業等成果選集

（１）水源林造成事業

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

d 森林整備技術の高度化③

要 旨
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平成27年度 森林整備推進協定等の締結

整備局 締結日
都道
府県

名 称

協定面積（ha）
締結者

（森林整備センターを除く）

全体
内契
約地

関東
平成28年
3月23日

静岡県 伊東市湯川地域森林整備推進協定 59 6
伊東市湯川財産区、田方森林組合、
スルガフォレスト株式会社

中部
平成28年
3月15日

愛知県 箱渕地域森林整備推進協定 330 148
愛知県、設楽町津具財産区、
設楽森林組合

九州
平成27年
8月11日

鹿児島県 鹿屋市豊かな森林づくり推進協定 22,885 404
大隅森林管理署、鹿児島県、
鹿児島県森林整備公社、鹿屋市、
大隅森林組合、曽於地区森林組合、

合 計 23,274 558

65件

箱渕地域森林整備推進協定

締結式の様子

箱渕地域森林共同施業団地地図
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65協定等を締結

民有林のみ

民有林及び
国有林

【森林整備推進協定等の締結状況】

［香川県］勝浦・太刀野地域森林整備推進協定（H21）

［兵庫県］宍粟市千種町三室地域美しい森林づくり推進協定（H21）

［兵庫県］宍粟市一宮町福知地域美しい森林づくり推進協定（H21）

［島根県］八川地域森林整備推進協定（H19）

［島根県］雲井山南地域森林整備推進協定（H19）

［島根県］田之原・挽木山地域森林整備推進協定（H19）

［島根県］程原・上赤名地域森林整備推進協定（H19）

［島根県］鹿足河内地域森林整備推進協定（H20）

［島根県］大谷地域森林整備推進協定（H20）

［島根県］大山地域森林整備推進協定（H20）

［北海道］積丹地域森林整備推進協定（H20）

［島根県］田之迫・畑ヶ迫地域森林整備推進協定（H20）

［徳島県］菅生地域森林整備推進協定（H21）

［熊本県］五木地域森林整備推進協定（H21）

［和歌山県］美山地域森林整備推進協定（H21）

［三重県］一之瀬地域森林整備推進協定（H21）

［京都府］由良川地域における森林共同施業団地設定協定（H21)

［岡山県］新見市神郷高瀬地域森林推進協定（H22）

［広島県］平見谷・鶉木山地域森林整備推進協定（H22）

［静岡県］伊豆地域森林整備推進協定（H22）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

［岐阜県］春日尾又・押又地域森林整備集約協定（H22）

［広島県］天徳地域森林整備推進協定（H22）

［香川県］東かがわ市・阿波市地域森林整備推進協定（H22）

21

22

23

［鳥取県］小舟山地域森林整備推進協定（H22）24

［福島県］笹森地区森林整備推進協定（H22）25

［奈良県］野迫川村桧股地区における森林共同施業団地の設定
に関する協定（H22）

［秋田県］大館市長木地区森林推進協定（H22）

26

27

［青森県］石浜尻高川地域森林整備推進協定（H22）28

［岐阜県］高山市一色・山中山地域森林整備推進協定（H22）

［島根県］深野地域森林整備推進協定（H22）29

30

［岐阜県］七宗町上麻生地区森林整備推進協定（H26）

［静岡県］八子付・大代地域森林整備推進協定（H26）

［福井県］大野市長野地域森林づくり推進協定（H25）

［岡山県］真庭市湯原湖北部地域森林整備等推進協定（H25）

［岐阜県］下呂市小坂町北東地区森林整備推進協定（H25）

［徳島県］六丁地域森林整備推進協定（H25）

［静岡県］堀切地域森林整備推進協定（H23）

［香川県］まんのう町・三好市・東みよし町地域森林整備
推進に関する協定（H23）

［徳島県］三好市東祖谷樫尾地域の森林整備推進協定（H23）

［佐賀県］神埼市脊振地域森林整備推進協定（H23）

［宮崎県］祝子川地域森林整備推進協定（H23）

［兵庫県］美方郡美しい森林づくり推進協定書（H23）

［徳島県］三好市東祖谷菅生（五郎谷）地域の森林整備
推進協定（H23）

［宮城県］加美町小野田地区森林整備推進協定（H23）

［鹿児島県］鹿児島地域森林整備推進協定（H23）

［長野県］伊那市杉島地区森林整備推進協定（H23）

［高知県］四万十市西土佐地域の森林整備推進協定（H23）

［鳥取県］中江地域森林整備推進協定（H24）

［秋田県］谷地沢地域森林共同施業モデル団地協定（H24）

［山口県］山口市徳地（滑山）地域森林整備等推進協定（H24）

［宮崎県］椎葉村松尾・下福良地域森林整備推進協定（H24）

［岐阜県］飛騨市流葉地域森林整備推進協定（H24）

［大分県］佐伯市傾山地域森林整備推進協定（H24）

［兵庫県］宍粟美しい森づくり推進協定書（H24）

［鹿児島県］出水地域森林整備推進協定（H24）

［山梨県］身延・南部地域森林整備推進協定（H24）

［愛媛県］赤羅木山･大モリ･佐々連尾山地域森林整備
推進協定（H26）

［鳥取県］三朝町福山地域森林整備推進協定（H26）

［岡山県］大路谷地域森林整備推進協定（H26）

［鹿児島県］日置市森林づくり推進協定（H26）

［岩手県］丹藤川上流地域森林整備推進協定（H26）

［広島県］甲野村山地域美しい森林づくり推進協定（H26）

32
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［鹿児島県］鹿屋市豊かな森づくり推進協定（H27）

［愛知県］箱渕地域森林整備推進協定（H27）

［静岡県］伊東市湯川地域森林整備推進協定（H27）

63

64

65

「鹿屋市豊かな森づくり推進協定」調印式の様子
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研究発表会等での発表実績（累計）

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等における対外発表活動を奨励し推
進した。

森林総合研究所 平成28年版 水源林造成事業等成果選集

（１）水源林造成事業

ウ 事業内容等の広報推進①

要 旨

平成27年度森林・林業交流研究発表会
（近畿中国森林管理局）
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平成27年度森林・林業技術等
交流発表会（関東森林管理局）

第55回 治山研究発表会
（治山研究会）



森林総合研究所 平成28年版 水源林造成事業等成果選集
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平成27年度 研究発表会等での発表状況

整備局 開催日
開催
場所

発表会名
（主催者）

発表者 発表内容

本部
平成27年
10月19日

水戸市
第5回

関東森林学会大会
（関東森林学会）

森林整備センター
森林業務部

井上 清美

「減水曲線で森林の渇水緩和機能を評価する
手法について－淡路島南部諭鶴羽ダム流域を
事例に－」

(要旨)
森林の成長に伴う渇水緩和機能の変化につい
て

東北
北海道

平成27年
10月27日

盛岡市

国立研究開発法人
森林総合研究所

公開講演会
（森林総研 東北支所、

東北育種場、
東北北海道整備局)

東北北海道整備局

能登 忠博

「クマ剥ぎ被害防除への取組－対策とコスト
縮減に向けて－」

（要旨）
被害の発生地点、大きさ、高さの傾向からコス
ト縮減に向けての検討について

関東
平成28年
2月18日
～19日

前橋市

平成27年度
森林・林業技術等

交流発表会
(関東森林管理局)

甲府水源林
整備事務所

齊藤 真樹

関東整備局

小泉 裕樹
佐藤 優

「シカ防護柵の破損リスク低減に向けた取組」

(要旨)
シカ防護柵の破損から考える設置対策につい
て

中部 平成28年
2月3日

長野市

平成27年度
中部森林技術
交流発表会

(中部森林管理局)

富山水源林
整備事務所

丸山 慧

「水源林造成事業におけるクマハギ防止対策
について」

(要旨)
剥皮被害（クマハギ）を受ける樹木の傾向及び
樹木へのロープ巻きによるクマハギ防除対策
の検証について

近畿
北陸

平成27年
11月26日
～27日

大阪市

平成27年度
森林・林業交流

研究発表会
(近畿中国森林管理局)

近畿北陸整備局

長野 弘
林 真梨奈

「シカ食害の現状と対策について－水源林造成
事業地における取組事例－」

（要旨）
シカ防護柵の設置による苗木への被害軽減及
び生長量の違いの検証について

中国
四国

平成27年
9月16日
～17日

渋谷区
第55回

治山研究発表会
（治山研究会）

松江水源林
整備事務所

山﨑 一

「水源林造成事業における路網整備の取組み
－作業道の排水処理について－」

(要旨)
水源林造成地における作業道の例から考える
路網に合わせた排水処理について

九州
平成27年
10月27日
～28日

熊本市
森林・林業の技術

交流発表大会
(九州森林管理局)

佐賀水源林
整備事務所

麻田 義祐
小野 靖彦

「シカ剥皮被害に対する造林木巻き付け防除
の取組について」

(要旨)
シカ防除ネットの単木処理による効果的な設置
方法の検証について

第55回 治山研究発表会
（治山研究会）

（研） 森林総合研究所
公開講演会



地域の森林・林業関係者等の参加による水源林シンポジウムを開催した。
研究発表した内容について広報誌に掲載した。
水源林造成事業を紹介する一般向けのパンフレットにより積極的な広報活動に努めた。
丈夫で簡易な作業道整備の考え方等や計画及び施工について解説した技術普及用DVD（セ

ンター作成）を各種シンポジウム等において配布し、路網整備技術の普及・啓発に努めた。

森林総合研究所 平成28年版 水源林造成事業等成果選集

（１）水源林造成事業

ウ 事業内容等の広報推進②

要 旨
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水源林シンポジウムの開催案内

平成27年11月17日
群馬県前橋市にて開催

〈講演内容〉
・山火事防止と跡地再生
・桐生山火事と復旧対策
・桐生山火事の消火活動と再発防止
・桐生市有林の歴史と山火事
・水源林造成事業による山火事跡地

の再生
・森林保険制度と森林再生

水源林シンポジウムの開催
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「森林技術」2016年1月号
（一般社団法人 日本森林技術協会 発行）

講演の様子

パネルディスカッションの様子

会場の様子

水源林シンポジウム来賓者等

会場の様子
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「季刊 森林総研」第30号 掲載記事

広報誌「季刊 森林総研」への掲載

「季刊 森林総研」第29号 掲載記事
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「季刊 森林総研」第32号 掲載記事

「季刊 森林総研」第31号 掲載記事
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パンフレット及びDVDの配布

水源林造成事業を紹介する一般向けパンフレット
（全１２ページの抜粋）

技術普及用DVDパッケージ



（１）水源林造成事業

ウ 事業内容等の広報推進③

森林総合研究所 平成28年版 水源林造成事業等成果選集

要 旨

モデル水源林におけるこれまでの調査を基に、減水曲線で森林の渇水緩和機能を評価する
手法について関東森林学会で発表を行うとともに、引き続きデータの収集、蓄積を実施した。
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第5回関東森林学会大会
（関東森林学会）

兵庫県南あわじ市
本庄川地区

本庄川地区試験流域の水位計

沢城地区試験流域の水位計

本庄川地区試験流域の雨量計

長野県飯田市
沢城地区

モデル水源林試験流域の観測施設

第５回関東森林学会大会での発表

沢城地区試験地での試験風景



平成24年度において平成19年度と比較して15％の総合的なコスト構造改善を達成している。

森林総合研究所 平成28年版 水源林造成事業等成果選集

（１）水源林造成事業

エ 事業実施コストの構造改善

要 旨

区 分 コスト改善項目 コスト改善項目の説明
従来方式の

事業費
①

コスト改善
対象事業費

②

コスト改善額
③＝①－②

資源循環の促進 再生砂利の使用
作業道開設時の砂利について、再生
砂利を購入し使用することによる削減 95 79 16

計画・設計・施工
の最適化

丸太組工法の導入
丸太組工法を導入することによる切取
土量の見直しによる削減 2,211 1,839 372

施業実施面積の削減
枝打の実施目的の見直しに伴う実施
面積の削減及び裾枝払の導入に伴う
つる切実施面積の削減

770 335 435

モザイク施業の導入
に伴う造成コストの

削減

モザイク施業の導入に伴う裾枝払等の
事業費の削減 277 236 41

小 計 － － ④ 864

ライフサイクルコ
スト構造の改善に

よる効果

公益的機能の維持
増進を図るために
長伐期等を推進

森林の持つ公益的機能の維持増進を
図るために、長伐期等を推進し、ライフ
サイクルコスト構造を改善

－ － 1,605

合 計 3,353 ⑤2,489 ⑥2,469

コスト改善とならなかった事業費 ⑦ 12,581

全体事業費（H24水源林整備事業費）

⑧＝⑤＋⑦
15,070

（単位：百万円）

2,469
× １００ ＝ 15.5%

（15,070 ＋ 864）

平成24年度 水源林造成事業のコスト改善の取組

注１）合計と内訳が一致しないのは、四捨五入による。

注２）「コスト改善項目の説明」では、コスト改善項目に複数の小項目を含む場合、主要なものを記載している。

注３）「従来方式の事業費」とは、当該項目のコスト改善対策を講じた工法につき、平成19年度時点の標準的な方式で算定した事業費

である。

注４）「コスト改善対象事業費」とは、当該項目のコスト改善対策を講じた工法につき、実際の施工に基づき積算した事業費である。

注５）「ライフサイクルコスト構造の改善」とは、伐期を長期化することで、単年度当たりの森林造成コストを減少させることにより、コス

ト縮減を図るものである。

コスト改善率＝
⑥／（⑧＋④）
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平成２７年度は、１区域（泉州東部区域）の完了後の評価を実施し、３区域（郡山区域、安房
南部区域、阿蘇小国郷区域）の完了後の評価に係る調査業務（社会経済情勢の変化等に関
する基礎的資料の作成を含む。）を確実に実施した。

森林総合研究所 平成28年版 水源林造成事業等成果選集

（２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業

ア 計画的で的確な事業の実施

要 旨

表 完了後の評価結果の概要

効果の発現状況

泉州東部区域農用地総合整備事業は、狭小な既耕地の区画整理、水田・
畑及び樹園地の混在地域の農用地造成、土壌の改善を図る客土並びに営
農団地等を結ぶ農業用道路の整備を総合的に実施し、高生産性農業の確
立や農産物の流通の迅速化を図ることにより、地域農業の活性化に資する
ことを目的として実施されたものであり、以下の効果が見られる。
①農用地整備により、高収益作物の作付拡大や機械利用が促進し、農業
生産の維持・向上が図られた
②農用地、農業用道路の整備により、周辺の農業関連施設や農産物直売
所への出荷に係る労力が軽減された
③農用地整備により、ドレッシングやジャム等に加工して農産物直売所で販
売する６次産業化が進んでいる
④農業用道路周辺の観光・市民農園や農業体験施設による都市農村交流
が活発化した

技術検討会の
意見

本事業により実施された農用地整備や農業用道路は、農業生産の安定
化、高付加価値型農業の確立に寄与し、地域の活性化に資するものと評価
できる。

（１）－１ 完了後の評価（泉州東部区域）

以下の評価結果を取りまとめ平成27年８月に公表した。

①関係市町村 大阪府堺市、岸和田市、貝塚市、泉佐野市、河内長野市、和泉市、
泉南市、泉南郡熊取町

②総事業費 ２９７億円
③事業内容 区画整理８２ha、客土５ha、農用地造成１４ha、農業用道路１３．７km

下村団地（区画整理） 農業用道路和泉工区 小川西団地
（区画整理・農用地造成）
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（２）－１ 完了後の評価に係る調査業務（郡山区域、安房南部区域、阿蘇小国郷区域）
以下の調査を実施した。

表 完了後の評価に係る調査

項 目 実 施 内 容

① ヒアリング調査
事業による地域の変化を捉えるため、営農状況等を関係県、関係市町、ＪＡ、
農家等へ聞き取り。

② アンケート調査
整備した農用地や農業用道路の利用状況、効果の発現状況等を把握するた
め受益者にアンケートを実施。

③ 作付調査 整備した農用地の作付け状況を調査（春と秋）。

④ 交通量調査
農業用道路の一般交通の通行量を把握するため、交通量調査を実施（平日、
休日の2日間）。

（２）－２ 技術検討会委員の調整

表 平成28年度事後評価 技術検討会の委員

氏 名 専門分野 所 属 等

浅野 耕太 環境経済 京都大学大学院 人間・環境学研究科 教授

飯田 俊彰 農業土木 東京大学大学院 農学生命科学研究科 准教授

橋本 禅 農村計画 東京大学大学院 農学生命科学研究科 准教授

【郡山】
岩崎 由美子

地域社会 福島大学 行政政策学類 教授

【安房南部】
須藤 陽子

地域農業
（株）須藤牧場 専務
（農林水産省獣医事審議会 委員）

【阿蘇小国郷】
穴見 まち子

地域振興
小国町議会 議員
小国町生活研究グループ 元会長

（１）－２ 技術検討会委員

表 平成27年度事後評価 技術検討会の委員

氏 名 専門分野 所 属 等

浅野 耕太 環境経済 京都大学大学院 人間・環境学研究科 教授

安藤 光義 農業経済 東京大学大学院 農学生命科学研究科 准教授

飯田 俊彰 農業土木 東京大学大学院 農学生命科学研究科 准教授

久保 充己 地域農業
農事組合法人いずみの里 ６次産業化担当
大阪府 「農の匠」 の会 副会長
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丹伊田団地（区画整理）

区画整理による区画の整形・拡大や、暗渠排水の

実施により、農業機械による営農が効率化。

効率的に営農が行えることにより農作業受委託が

可能となり耕作放棄防止に寄与。

整備後の水田を利用した、近隣の小学校による

「田んぼの学校」（食農教育）の実施に貢献。

農業用道路の整備により、生産された農産物の運

搬や農業機械の移動、農業資材の運搬が効率

化。

事業の実施が、「農業体験」や神楽、歌舞伎といっ

た「伝統文化」による都市住民との交流の継続に寄

与。

【事業完了後の状況】

①関係市町村 福島県郡山市、田村郡三春町
②総事業費 ９６億１，６００万円
③事業内容 区画整理６４ha、暗渠排水１０５ha、客土３ha、農業用道路１１．７km

農業用道路３工区

２．安房南部区域

①関係市町村 千葉県館山市、鴨川市、南房総市、安房郡鋸南町
②総事業費 １８６億円
③事業内容 区画整理１３５ha、農業用道路１１．４km

いちご農園（区画整理：大戸団地）

区画整理により、狭小で不整形なほ場が整備さ

れ、耕作道や進入路が整備されることにより機械

の利用が容易となり、ほ場作業が効率化。

いちごやいちじくなどの観光農園の拡大・新設が見

られるとともに、田植え体験など都市住民との交流

が行われ、地域農業の活性化に寄与。

農業用道路の整備により、沿線及び終点地域から

の花卉等の出荷について、トラック輸送の高速化・

大型化に貢献。

地域住民の通院、市内への買い物、通勤など、日

常生活の利便性の向上に貢献。

農業用道路３工区

１．郡山区域
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３．阿蘇小国郷区域

①関係市町村 熊本県阿蘇郡南小国町、小国町
②総事業費 １３７億２，４００万円
③事業内容 区画整理１１７ha、暗渠排水２４ha、用排水路整備20km

農林業用道路２３．２km、林地転換１．２ha

基幹農林業用道路

万成団地（区画整理）

区画の整形・拡大が図られ効率的な機械作業が可能とな

り、営農労力が軽減。また、飼料用稲等の作付による粗

飼料供給が進み耕畜連携に寄与。

集落営農組織が設立され、農地の集積や農作業の共同

化が進展。

農業用道路により、大型車の通行が可能となり農産物の

集出荷施設等への輸送時間や木材の運搬時間が短縮。

また、農地や林地までの移動時間が短縮。

農業用道路の整備を契機に沿線の県営農地開発事業で

造成した農地に企業が参入し、耕作放棄の防止に貢献。

農家にホームスティし農林業体験学習を行う等の都市農

村交流が活発化。
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